




令　和　６　年　度

簡 易 水 道 事 業 会 計 予 算

新潟県三島郡出雲崎町





（総　則）
第１条　令和６年度出雲崎町簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
(1)給水戸数 戸
(2)年間総配水量 ㎥
(3)一日平均配水量 ㎥
(4)主な建設改良工事

神条地区配水管布設替工事　HPPEφ150　L=240ｍ 千円
小木地区配水管布設替工事　HPPEφ100　L=190ｍ 千円
吉川地区配水管布設替工事　HPPEφ75　 L=200ｍ 千円

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　収　入
第１款　簡易水道事業収益 千円
　第１項　営業収益 千円
　第２項　営業外収益 千円
　第３項　特別利益 千円

　　支　出
第１款　簡易水道事業費用 千円

　第１項　営業費用 千円
　第２項　営業外費用 千円
　第３項　特別損失 千円
　第４項　予備費 千円

（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的
支出額に対し不足する額３１，５０５千円は、消費税資本的収支調整額２，４８０千円、
引継金６，７３４千円、損益勘定留保資金２２，２９１千円で補てんするものとする。）

　　収　入

第１款　資本的収入 千円
　第１項　企業債 千円
　第２項　他会計負担金 千円
　第３項　負担金等 千円
　第４項　国庫補助金 千円

　　支　出
第１款　資本的支出 千円
　第１項　建設改良費 千円
　第２項　固定資産購入費 千円
　第３項　企業債償還金 千円
　第４項　基金積立金 千円

 ５７,３６９
 ３４,９００
 １１,１３６

 ８１１

 ８８,８７４

 ９００
 １０,４３３

 １３

 ４８,５００
 １,２４８

 ３９,１１３
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 ９４９

 １９８,５２０

 １９１,２１６
 ５,５４４

 １９９,４０９
 ９９,７６５
 ９９,３９４

 ２５０

 １,６５７
 ６１８,６５０

 １,６９０

 １９,０００
 １１,５００
 １２,０００
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（特例的収入および支出）
第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権

３，３１４千円である。

（企業債）
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。
　起債の目的　　簡易水道事業債
　限　度　額　　３４，９００千円
　起債の方法　　普通貸借又は証券発行
　利　　　率　　５．０％以内（ただし、利率見直し方式で借り入れる資金について、利
　　　　　　　　率の見直しを行った後については当該見直し後の利率）
　償還の方法　　借入先の定める融資条件に従うものとする。ただし、町財政の都合によ
　　　　　　　　り据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは低利に借換え
　　　　　　　　することができる。

（一時借入）
第６条　一時借入金の限度額は、４５,３３３千円と定める。

（予定支出の流用）
第７条　予定支出の各項の金額を流用することが出来る場合は、次のとおりと定める。
　(1)営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条　次に掲げる経費については、 その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、
又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら
ない。

(1)職員給与費 千円

（他会計からの補助金）
第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、　　　　　　　千円である。千円である。

令和６年３月12日　　提　出

出雲崎町長　　仙　海　直　樹

 １４,０５０

 １２,２４２

及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ６１１千円及び
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令和６年度  出雲崎町簡易水道事業会計　実施計画

 １　収益的収入及び支出

　収　入

款 項

1 簡易水道事業収益

1 営業収益

1 給水収益

2 受託工事収益

3 その他営業収益

2 営業外収益

1 受取利息及び配当金

2 他会計補助金

3 他会計負担金

4 長期前受金戻入

5 雑収益

3 特別利益

1 その他特別利益

　支　出

款 項

1 簡易水道事業費用

1 営業費用

1 原水及び浄水費

2 配水及び給水費

3 受託工事費

4 業務費

5 総係費

6 減価償却費

2 営業外費用

1 支払利息及び企業債取扱諸費

2 消費税及び地方消費税

3 特別損失

1 過年度損益修正損

2 その他特別損失

4 予備費

1 予備費

目

目
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（単位：千円）

本　年　度　予　定　額 備　　　考

199,409

99,765

94,689

4,700

376

99,394

14

12,242

2,269

84,032

837

250

250

（単位：千円）

本　年　度　予　定　額 備　　　考

198,520

191,216

37,952

15,009

4,700

5,690

17,409

110,456

5,544

5,052

492

949

1

948

811

811
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 ２　資本的収入及び支出

　収　入

款 項

1 資本的収入

1 企業債

1 企業債

2 他会計負担金

1 他会計負担金

3 負担金等

1 分担金

4 国庫補助金

1 国庫補助金

　支　出

款 項

1 資本的支出

1 建設改良費

1 原浄水施設費

2 給配水施設費

2 固定資産購入費

1 有形固定資産購入費

3 企業債償還金

1 企業債償還金

4 基金積立金

1 基金積立金

目

目

-6--  6  -



（単位：千円）

本　年　度　予　定　額 備　　　考

57,369

34,900

34,900

11,136

11,136

900

900

10,433

10,433

（単位：千円）

本　年　度　予　定　額 備　　　考

88,874

48,500

2,800

45,700

1,248

1,248

39,113

39,113

13

13
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令和６年度  出雲崎町簡易水道事業会計　実施計画明細書

 １　収益的収入及び支出

　収　入

区　　分

1 簡易水道事業収益 199,409

1  営業収益 99,765

1 給水収益 94,689

2 受託工事収益 4,700

3 その他営業収益 376

2  営業外収益 99,394

1 受取利息及び配当金 14

2 他会計補助金 12,242

3 他会計負担金 2,269

4 長期前受金戻入 84,032

5 雑収益 837

目
本　年　度
予　定　額

款

項
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（単位：千円）

節

区　　分 金　　額

1 給水収益 94,689 水道使用料 94,689

1 受託工事収益 4,700 消火栓修繕費 1,000

消火栓取替工事 3,700

2 手数料 376 止水栓開閉手数料 300

給水装置工事業者指定手数料 75

督促手数料 1

1 預金利息 1 預金利息 1

2 基金利息 13 基金利息 13

1 他会計補助金 12,242 他会計補助金 12,242

1 他会計負担金 2,269 他会計負担金 2,269

1 長期前受金戻入 84,032 他会計負担金戻入 16,348

分担金戻入 1,434

国庫補助金戻入 11,195

その他他会計補助金戻入 34,165

その他長期前受金戻入 20,890

3 その他雑収益 837 行政財産使用料 3

太陽光発電電気料 31

原子力発電立地給付金 800

説　　　明
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（収益的収入及び支出）

（収　入）

区　　分

3  特別利益 250

1 その他特別利益 250

款
目

本　年　度
予　定　額項
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（単位：千円）

節

区　　分 金　　額

過料 1

水道使用料延滞金 1

水道管漏水補償料 1

9 その他特別利益 250 R5年度事業分消費税及び地方消費税還付金

説　　　明
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（収益的収入及び支出）

　支　出

区　　分

1 簡易水道事業費用 198,520

1  営業費用 191,216

1 原水及び浄水費 37,952

2 配水及び給水費 15,009

款

項
目

本　年　度
予　定　額
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（単位：千円）

節

区　　分 金　　額

10 備消品費 105 消耗品費

11 燃料費 248 燃料費

12 光熱水費 12,000 光熱水費

14 通信運搬費 1,786 電話回線使用料

16 委託料 11,903 原水及び浄水施設清掃料 1,350

自家発電機点検委託料 397

消毒設備点検委託料 621

水質検査委託料 5,797

濾過装置点検委託料 400

除草作業等委託料 87

水質検査委託料（臨時分） 351

管路洗浄業務委託料 2,900

19 修繕費 1,000 原水及び浄水施設修繕料

22 工事請負費 9,510 原水及び浄水施設修繕工事

25 薬品費 1,400 消毒用薬品費

16 委託料 930 水管橋点検業務委託料 630

漏水調査業務委託料 300

18 賃借料 79 配水管布設箇所借地料 28

配水池借地料 6

井戸用地借地料 29

配水池道路借地料 5

制御盤設置箇所借地料 11

19 修繕費 9,000 配水及び給水施設修繕料

22 工事請負費 4,000 水道メーター交換工事

23 路面復旧費 1,000 路面復旧費

説　　　明
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（収益的収入及び支出）

（支　出）

区　　分

3 受託工事費 4,700

4 業務費 5,690

5 総係費 17,409

款
目

本　年　度
予　定　額項
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（単位：千円）

節

区　　分 金　　額

19 修繕費 1,000 消火栓修繕費

22 工事請負費 3,700 消火栓取替工事

8 旅費 10 一般旅費

10 備消品費 190 消耗品費

13 印刷製本費 766 印刷製本費

14 通信運搬費 120 郵便料

16 委託料 3,428 上下水道料金調定システム保守料 333

検針徴収委託料 2,974

上下水道料金システム改修委託料 121

17 手数料 11 水道料払込手数料

18 賃借料 1,165 上下水道料金調定システム借上料

1 給料 6,614 一般職員給

2 手当 2,460 扶養手当 120

通勤手当 144

時間外勤務手当 349

期末手当 940

勤務手当 787

児童手当 120

3 賞与引当金繰入額 863 賞与引当金繰入額

5 法定福利費 3,080 職員共済組合負担金 1,859

公務災害補償普通負担金 11

退職手当組合負担金 1,210

6 法定福利費引当金 85 法定福利費引当金繰入額

繰入額

16 委託料 2,671 水道工事積算システム保守料 748

緊急修繕業務拘束委託料 713

説　　　明

-15--  15  -



（収益的収入及び支出）

（支　出）

区　　分

6 減価償却費 110,456

2  営業外費用 5,544

1 支払利息及び企業債取扱諸費 5,052

2 消費税及び地方消費税 492

3  特別損失 949

1 過年度損益修正損 1

目
本　年　度
予　定　額項

款
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（単位：千円）

節

区　　分 金　　額

公営企業会計システム保守業務委託料 869

水道工事積算システム改修委託料 341

17 手数料 14 健康対策検査手数料

18 賃借料 492 水道工事積算システム借上料

19 修繕費 119 車両修繕料

28 研修費 5 研修費

31 負担金 95 県水道協会 78

日本水道協会県支部 17

33 保険料 875 自動車損害共済加入分担金 15

火災保険料 73

機械設備損害補償掛金 738

委託検針員傷害補償掛金 49

34 公課費 36 自動車検査登録諸費 29

自動車重量税 7

41 有形固定資産減価 108,833 建物減価償却費 3,527

償却費 構築物減価償却費 77,994

機械及び装置減価償却費 26,325

工具、器具及び備品減価償却費 987

42 無形固定資産減価 1,623 その他無形固定資産減価償却費

償却費

48 企業債利息 5,052 企業債利息

53 消費税及び地方消費税 492 消費税及び地方消費税

57 過年度損益修正損 1 過年度分水道使用料還付金

説　　　明

-17--  17  -



（収益的収入及び支出）

（支　出）

区　　分

2 その他特別損失 948

4  予備費 811

1 予備費 811

款
目

本　年　度
予　定　額項
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（単位：千円）

節

区　　分 金　　額

2 手当 863 期末手当 470

勤勉手当 393

5 法定福利費 85 職員共済組合負担金

61 予備費 811 予備費

説　　　明
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 ２　資本的収入及び支出

　収　入

区　　分

1 資本的収入 57,369

1  企業債 34,900

1 企業債 34,900

2  他会計負担金 11,136

1 他会計負担金 11,136

3  負担金等 900

1 分担金 900

4  国庫補助金 10,433

1 国庫補助金 10,433

目
款

項

本　年　度
予　定　額
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（単位：千円）

節

区　　分 金　　額

1 建設改良費等の財源に 34,900 簡易水道事業債

充てるための企業債

1 他会計負担金 11,136 他会計負担金

1 水道施設費分担金 900 簡易水道加入金

1 国庫補助金 10,433 簡易水道等施設整備費補助金

説　　　明
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（資本的収入及び支出）

　支　出

区　　分

1 資本的支出 88,874

1  建設改良費 48,500

1 原浄水施設費 2,800

2 給配水施設費 45,700

2  固定資産購入費 1,248

1 有形固定資産購入費 1,248

3  企業債償還金 39,113

1 企業債償還金 39,113

4  基金積立金 13

1 基金積立金 13

目
本　年　度
予　定　額項

款
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（単位：千円）

節

区　　分 金　　額

22 工事請負費 2,800 原浄水施設工事

16 委託料 3,200 管路工事設計監理業務委託料

22 工事請負費 42,500 配水管布設替工事

　神条地内 19,000

　吉川地内 12,000

　小木地内 11,500

41 量水器購入費 1,248 水道メーター

56 建設改良費等の財源に 38,250 簡易水道事業債元金償還金

充てるための企業債

償還金

57 その他の企業債償還金 863 公営企業会計適用事業債元金償還金

58 基金積立金 13 運営準備基金利子積立

説　　　明
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

負担金による収入

国庫補助金等による収入

基金積立金による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他の企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（または減少額）

資金期首残高

資金期末残高
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） △ 795,203

減価償却費 110,456,000

引当金の増減額（△は減少） 948,000

長期前受金戻入額 △ 84,032,000

受取利息及び受取配当金 △ 14,000

支払利息 5,052,000

未収金の増減額（△は増加） 9,323

未払金の増減額（△は減少） 1,987,897

小計 33,612,017

利息の受取額 14,000

利息の支払額 △ 5,052,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 28,574,017

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 45,225,462

負担金による収入 10,941,819

国庫補助金等による収入 9,484,546

基金積立金による支出 △ 13,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 24,812,097

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 34,900,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 38,250,000

その他の企業債の償還による支出 △ 863,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,213,000

資金増加額（または減少額） △ 451,080

資金期首残高 9,437,078

資金期末残高 8,985,998

(令和６年４月１日から令和７年３月31日まで)

令和６年度  出雲崎町簡易水道事業会計
予定キャッシュ・フロー計算書
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（単位：円）

【資産の部】

１　固定資産

（１）有形固定資産

イ 土 地 11,448,823

ロ 建 物 61,591,568

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,527,000 58,064,568

ハ 構 築 物 1,783,061,700

減 価 償 却 累 計 額 △ 77,994,000 1,705,067,700

ニ 機 械 及 び 装 置 209,922,685

減 価 償 却 累 計 額 △ 26,325,000 183,597,685

ホ 車 両 運 搬 具 31,849

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 3,852,877

減 価 償 却 累 計 額 △ 987,000 2,865,877

有 形 固 定 資 産 合 計 1,961,076,502

（２）無形固定資産

イ その他 無形固定資産 12,608,507

無 形 固 定 資 産 合 計 12,608,507

（３）投資その他の資産

イ 基 金 160,768,000

投資その他の資産合計 160,768,000

固 定 資 産 合 計 2,134,453,009

２　流動資産

（１）現金預金 8,985,998

（２）未収金 601,482

流 動 資 産 合 計 9,587,480

資 産 合 計 2,144,040,489

（令和７年３月31日）

令和６年度  出雲崎町簡易水道事業会計　予定貸借対照表

-26--  26  -



（単位：円）

【負債の部】

３　固定負債

（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 463,623,240

ロ そ の 他 の 企 業 債 18,824,500

企 業 債 合 計 482,447,740

固 定 負 債 合 計 482,447,740

４　流動負債

（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 38,330,228

ロ そ の 他 の 企 業 債 1,300,000

企 業 債 合 計 39,630,228

（２）未払金 5,302,156

（３）引当金

イ 賞 与 引 当 金 863,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 85,000

引 当 金 合 計 948,000

流 動 負 債 合 計 45,880,384

５　繰延収益

（１）長期前受金 1,339,488,401

（２）収益化累計額 △ 84,032,000

繰 延 収 益 合 計 1,255,456,401

負 債 合 計 1,783,784,525

【資本の部】

６　資本金 349,602,344

７　剰余金

（１）資本剰余金

イ 他 会 計 補 助 金 11,448,823

資 本 剰 余 金 合 計 11,448,823

（２）利益剰余金

イ 当年度未処理欠損金 795,203

欠 損 金 合 計 795,203

剰 余 金 合 計 10,653,620

資 本 合 計 360,255,964

負 債 ・ 資 本 合 計 2,144,040,489
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（単位：円）

【資産の部】

１　固定資産

（１）有形固定資産

イ 土 地 11,448,823

ロ 建 物 61,591,568

ハ 構 築 物 1,741,516,241

ニ 機 械 及 び 装 置 206,242,682

ホ 車 両 運 搬 具 31,849

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 3,852,877

有 形 固 定 資 産 合 計 2,024,684,040

（２）無形固定資産

イ その他 無形固定資産 14,231,507

無 形 固 定 資 産 合 計 14,231,507

（３）投資その他の資産

イ 基 金 160,755,000

投資その他の資産合計 160,755,000

固 定 資 産 合 計 2,199,670,547

２　流動資産

（１）現金預金 9,437,078

（２）未収金 610,805

流 動 資 産 合 計 10,047,883

資 産 合 計 2,209,718,430

（令和６年４月１日）

令和６年度  出雲崎町簡易水道事業会計　予定開始貸借対照表

-28--  28  -



（単位：円）

【負債の部】

３　固定負債

（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 467,053,695

ロ そ の 他 の 企 業 債 20,124,500

企 業 債 合 計 487,178,195

固 定 負 債 合 計 487,178,195

４　流動負債

（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 38,249,773

ロ そ の 他 の 企 業 債 863,000

企 業 債 合 計 39,112,773

（２）未払金 3,314,259

流 動 負 債 合 計 42,427,032

５　繰延収益

（１）長期前受金 1,319,062,036

繰 延 収 益 合 計 1,319,062,036

負 債 合 計 1,848,667,263

【資本の部】

６　資本金 349,602,344

７　剰余金

（１）資本剰余金

イ 他 会 計 補 助 金 11,448,823

資 本 剰 余 金 合 計 11,448,823

剰 余 金 合 計 11,448,823

資 本 合 計 361,051,167

負 債 ・ 資 本 合 計 2,209,718,430
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( )

( )

( )

増加分 勤勉手当 393

(単位：千円)

増減額の増減事由別内訳 説       明

勤勉手当 62

307 会計間異動等による増

 平均改定率　　0.51％

 年間支給割合 1.95月分→2.05月分

給与改定に伴う増加分 20

区　　分 金　　額 備       考

給　　料 374

退職手当組合負担金 △39

その他の増減分 81 通勤手当 △41

 実施時期　　 令和5年12月1日

会計制度の変更に伴う 863 期末手当 470 引当金

期末手当 78

時間外勤務手当 21

職員手当 1,002 制度改正に伴う増加分 58 勤勉手当

定期昇給に伴う増加分 47 平均昇給率　　 1.21％

その他の増加分

給与改定の状況

 実施時期　　 令和5年4月1日

給　　与　　費　　明　　細　　書

1,210

328

特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職 手 当

10,634 1,927 12,561

2,040

120

0

（　）内は再任用短時間勤務職員で外書

比　　較 548 513 △39

349

区　　分
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当
寒 冷 地
手 当

退 職 手 当
組 合 負 担 金

児 童 手 当

比　　較 0 △41 21

120

前 年 度 1,332 1,249

職 員 手 当
の 内 訳

区　　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

比　　較 374 1,002

前 年 度 120 185

1,060

本 年 度 1,880 1,573

本 年 度 120 144

0人
1,376

前 年 度 6,240 4,394

本 年 度 6,614 5,396
2人

2人

⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

１．一　般　職

⑴　総　括 (単位：千円)

区　　分 職　員　数
給     与     費

共 済 費 合　　計 備　　考
報　 酬 給 　料 職員手当 計

14,05012,010

113 1,489
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( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

1 100.0 

100.0 1

高　　校　　卒

行　政　職

274,450円

279,450円

33歳　10月

区　　　　　分

令和６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平   均   年   齢

計

令和６年１月１日現在

イ　初任給

区　　分 行　 政 　職
国　の　制　度

行政職（一）

⑶　給料及び職員手当の状況

行　　政　　職

級 職員数(人) 構成比(％)

ア．職員１人当たり給与

330,500円

40歳　9月

区　　　　　分 行　政　職

320,500円

令和５年１月１日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平   均   年   齢

50.0 

100.0 

　　　　　166,600　円  166,600　円　　　

大　　学　　卒 　　　　　196,200　円 196,200　円　　　

行　政　職

 1　主事又は技
　師の職務
 2　主事補又は
　技師補の職務

 高度の知識経験
を必要とする業
務を行う主事又
は技師の職務

主任、係長、副
参事又は副主幹
の職務

（　）内は再任用短時間勤務職員で外書

６　　級

参事、室長、課
長補佐、室長補
佐、主幹又は困
難な業務を行う
副主幹の職務

 1　課長の職務
 2  高度の知識
　経験を必要
　とする業務又
　は困難な業務
　を行う参事
　の職務

 5級の項中1に掲
げる職の職務
で、高度の知識
経験 を必要とす
る業務又は困難
な業務を行う職
務

３　　級 ４　　級

（級別の標準的な職務内容）

区　　分 1　　級 ２　　級 ５　　級

ウ．級別職員数

区　　分 区　　分
行　　政　　職

級 職員数(人) 構成比(％)

令和５年１月１日現在

３　級

計

２　級

2

1

３　級
50.0 1
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） ） ）

） ） ）

） ） ）

差異の内容

通 勤 手 当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

一般会計の制度との異同

同　　じ

同　　じ

同　　じ

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

キ．その他の手当

定年前早期退職特例措置
（2％～20％加算）

一般会計の
制　　　度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

（　 ）内は再任用職員

カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等 備 考
(月分) (月分) (月分) (月分) 

前　年　度
（ 1.15 （ 1.15 （

一般会計の
制　　　度

（ 1.175 （ 1.175 （

5%
2.200 2.200

2.35
加算率 行政職３級 5%

2.250 2.250 4.50

加算率 行政職３級 5%
2.250 2.250 4.50

（ 2.35
本　年　度

（ 1.175 （ 1.175

4.40

2.30
加算率 行政職３級

備　考
６月 (月分) 12月 (月分)

オ．期末手当・勤勉手当

区 分
支給期別支給率 支給率計

(月分)
職制上の段階、職務の級等による加算措置

エ．昇　給

区　　　分
行政職

区　　　分

号給数別内訳
３号給 人

４号給 1

2

2

人

合　計
代表的な職種

本
　
年
　
度

2

2

1

％

４号給 2 人 2

％

職　　員　　数

昇給にかかる職員数 （Ｂ）

人

人

人

人

（Ａ）

人

1

1

100

人

人

％比　　率　（Ｂ）／（Ａ） 100

２号給

人

人 人

％

合　計
代表的な職種

行政職

前
　
年
　
度

職　　員　　数 （Ａ） 2 人 2

昇給にかかる職員数 （Ｂ） 2 2 人

号給数別内訳

比　　率　（Ｂ）／（Ａ） 100

人

100

-32--  32  -



Ⅰ 重要な会計方針
1 　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法　　　　　　定額法による
・主な耐用年数
　建物 7 ～ 50 年
　構築物 15 ～ 60 年
　機械及び装置 6 ～ 20 年
　工具器具及び備品 5 ～ 15 年
  車両運搬具 4 年

(2) 無形固定資産
・減価償却の方法　　　　　　定額法による

2 　引当金の計上方法
(1) 退職給付引当金

(2) 賞与引当金

(3) 法定福利費引当金

3 　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表等関連
1 　後年度において一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項

注注　　記記　　事事　　項項

　職員の退職手当は、退職手当組合に加入しており、毎事業年度支払う一定の組合
負担金のみの支払いとなるため計上していない。

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支払見込み額に基
き、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末に
おける支払見込み額に基き、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月
分）を計上している。

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に
償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は
１４８,６４３千円である。
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令　和　６　年　度

下 水 道 事 業 会 計 予 算

新潟県三島郡出雲崎町





（総　則）
第１条　令和６年度出雲崎町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
(1)特定環境保全公共下水道事業

排水戸数 戸
年間有収水量 ㎥
一日平均有収水量 ㎥
主な建設改良事業

マンホールポンプ等更新工事　N=４箇所 千円

(2)農業集落排水事業
排水戸数 戸
年間有収水量 ㎥
一日平均有収水量 ㎥
主な建設改良事業

赤坂山地区処理場し査脱水機取替工事　N=１台 千円

(3)戸別合併処理浄化槽事業
排水戸数 戸
年間有収水量 ㎥
一日平均有収水量 ㎥
主な建設改良事業

（予定なし）

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　収　入
第１款　下水道事業収益 千円
　第１項　営業収益 千円
　第２項　営業外収益 千円

　　支　出

第１款　下水道事業費用 千円
　第１項　営業費用 千円
　第２項　営業外費用 千円
　第３項　特別損失 千円
　第４項　予備費 千円

（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的
支出額に対し不足する額６０，０４５千円は、消費税資本的収支調整額３，５７６千円、
引継金６，８３９千円、損益勘定留保資金４９，６３０千円で補てんするものとする。）

 ３１１,１３６
 １０,９３４

 １,７２０
 １,３２１

 ８８９
 ２０７,７８８

 ５６８

 ５８４
 １５２,０８０

 ３２５,１１１

 ３２９,８８４
 ８１,２１２

 ２４８,６７２

令和６年度出雲崎町下水道事業会計予算

 ３２,０００

 ４１６

 １１６
 ３２,９２１

 ９０

 ３,０００
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　　収　入
第１款　資本的収入 千円

　第１項　企業債 千円
　第２項　出資金 千円
　第３項　他会計負担金 千円
　第４項　負担金等 千円
　第５項　国庫補助金 千円

　　支　出
第１款　資本的支出 千円
　第１項　建設改良費 千円
　第２項　企業債償還金 千円

（特例的収入および支出）
第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権

４，４７９千円である。

（企業債）
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。
　起債の目的　　下水道事業債
　限　度　額　　１７，０００千円
　起債の方法　　普通貸借又は証券発行
　利　　　率　　５．０％以内（ただし、利率見直し方式で借り入れる資金について、利
　　　　　　　　率の見直しを行った後については当該見直し後の利率）
　償還の方法　　借入先の定める融資条件に従うものとする。ただし、町財政の都合によ
　　　　　　　　り据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは低利に借換え

　　　　　　　　することができる。

（一時借入）
第６条　一時借入金の限度額は、３２，０００千円と定める。

（予定支出の流用）
第７条　予定支出の各項の金額を流用することが出来る場合は、次のとおりと定める。
(1)営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条　次に掲げる経費については、 その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら
ない。
(1)職員給与費 千円

（他会計からの補助金）
第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、　　　　　千円である。千円である。

令和６年３月12日　　提　出

出雲崎町長　　仙　海　直　樹

 ６,０６４

 １５,０００

 １０２,３２９
 １７,０００

 ６８,４１６
 １,０１３

 ９００

 １２４,２２４

 １６２,３７４
 ３８,１５０

及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ４９６千円及び

 １３,８９４
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令和６年度  出雲崎町下水道事業会計　実施計画

 １　収益的収入及び支出

　収　入

款 項

1 下水道事業収益

1 営業収益

1 下水道使用料

2 その他営業収益

2 営業外収益

1 受取利息及び配当金

2 他会計補助金

3 他会計負担金

4 長期前受金戻入

5 消費税及び地方消費税還付金

6 雑収益

　支　出

款 項

1 下水道事業費用

1 営業費用

1 管渠費

2 処理場費

3 総係費

4 減価償却費

2 営業外費用

1 支払利息及び企業債取扱諸費

2 消費税及び地方消費税

3 特別損失

1 過年度損益修正損

2 その他特別損失

4 予備費

1 予備費

目

目
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（単位：千円）

本　年　度　予　定　額 備　　　考

329,884

82,212

81,209

3

248,672

3

13,894

60,917

171,348

921

1,589

（単位：千円）

本　年　度　予　定　額 備　　　考

325,111

311,136

20,743

61,961

7,043

221,389

10,934

10,876

58

1,720

2

1,718

1,321

1,321
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 ２　資本的収入及び支出

　収　入

款 項

1 資本的収入

1 企業債

1 企業債

2 出資金

1 出資金

3 他会計負担金

1 他会計負担金

4 負担金等

1 分担金

5 国庫補助金

1 国庫補助金

　支　出

款 項

1 資本的支出

1 建設改良費

1 管路建設改良費

2 処理場建設改良費

2 企業債償還金

1 企業債償還金

目

目
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（単位：千円）

本　年　度　予　定　額 備　　　考

102,329

17,000

17,000

68,416

68,416

1,013

1,013

900

900

15,000

15,000

（単位：千円）

本　年　度　予　定　額 備　　　考

162,374

38,150

34,000

4,150

124,224

124,224
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令和６年度  出雲崎町下水道事業会計　実施計画明細書

 １　収益的収入及び支出

　収　入

区　　分

1 下水道事業収益 329,884

1  営業収益 81,212

1 下水道使用料 81,209

2 その他営業収益 3

2  営業外収益 248,672

1 受取利息及び配当金 3

2 他会計補助金 13,894

3 他会計負担金 60,917

4 長期前受金戻入 171,348

5 消費税及び地方消費税還付金 921

6 雑収益 1,589

目
本　年　度
予　定　額

款

項
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（単位：千円）

節

区　　分 金　　額

1 下水道使用料 43,808 下水道使用料

2 農業集落排水施設 31,548 農業集落排水施設使用料

使用料

3 戸別合併処理浄化槽 5,853 戸別合併処理浄化槽使用料

使用料

1 手数料 3 督促手数料

1 預金利息 3 預金利息

1 他会計補助金 13,894 他会計補助金

1 他会計負担金 60,917 他会計負担金

1 長期前受金戻入 171,348 他会計負担金戻入 38,335

分担金戻入 4,012

国庫補助金戻入 80,986

県補助金戻入 31,187

その他他会計補助金戻入 16,505

受贈財産評価額戻入 287

その他長期前受金戻入 36

1 消費税及び地方消費税 921 消費税及び地方消費税還付金

還付金

説　　　明
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（収益的収入及び支出）

（収　入）

区　　分

款
目

本　年　度
予　定　額項
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（単位：千円）

節

区　　分 金　　額

3 その他雑収益 1,589 行政財産使用料 8

太陽光発電電気料 62

原子力発電立地給付金 1,514

過料 2

下水道使用料延滞金 3

説　　　明
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（収益的収入及び支出）

　支　出

区　　分

1 下水道事業費用 325,111

1  営業費用 311,136

1 管渠費 20,743

2 処理場費 61,961

3 総係費 7,043

款
目

本　年　度
予　定　額項
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（単位：千円）

節

区　　分 金　　額

12 光熱水費 6,360 光熱水費

14 通信運搬費 180 電話料

16 委託料 12,700 管路施設清掃業務委託料

18 賃借料 3 管路布設箇所借地料

19 修繕費 700 管路施設修繕料

23 路面復旧費 800 路面復旧費

10 備消品費 130 消耗品費

11 燃料費 29 自家発電機燃料費

12 光熱水費 13,824 光熱水費

14 通信運搬費 1,250 電話料

16 委託料 25,448 浄化槽保守点検清掃業務委託料 3,650

施設維持管理業務委託料 14,969

処理施設日常管理業務委託料 145

消防設備保守点検委託料 127

水質分析業務委託料 1,360

自家用電気工作物保安管理業務委託料 307

処理施設清掃業務委託料 300

汚泥処理業務委託料 4,590

17 手数料 9,438 浄化槽法定検査手数料 577

汚泥汲取り料 8,861

19 修繕費 1,706 処理施設修繕料 1,706

22 工事請負費 7,950 処理施設維持修繕工事 7,950

25 薬品費 2,186 薬品費 2,186

1 給料 2,826 一般職員給 2,826

説　　　明
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（収益的収入及び支出）

（支　出）

区　　分

4 減価償却費 221,389

目
本　年　度
予　定　額項

款
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（単位：千円）

節

区　　分 金　　額

2 手当 1,134 住居手当 282

時間外勤務手当 149

期末手当 383

勤勉手当 320

3 賞与引当金繰入額 351 賞与引当金繰入額

5 法定福利費 1,268 職員共済組合負担金 726

公務災害補償普通負担金 5

退職手当組合負担金 537

6 法定福利費引当金 67 法定福利費引当金繰入額

繰入額

8 旅費 10 一般旅費

10 備消品費 145 消耗品費 125

参考図書 20

11 燃料費 192 車両燃料費

13 印刷製本費 238 印刷製本費

14 通信運搬費 80 郵便料

19 修繕費 50 車両修繕料

28 研修費 5 研修費

31 負担金 142 県合併処理浄化槽推進協議会負担金 10

長岡郷耕地協議会負担金 30

地域環境資源センター負担金 20

日本下水道協会負担金 54

中部地方下水道協会負担金 8

全国町村下水道推進協議会新潟県支部

負担金 20

33 保険料 535 火災保険料 520

自動車損害共済加入分担金 15

41 有形固定資産減価 219,787 建物減価償却費 9,098

説　　　明
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（収益的収入及び支出）

（支　出）

区　　分

2  営業外費用 10,934

1 支払利息及び企業債取扱諸費 10,876

2 消費税及び地方消費税 58

3  特別損失 1,720

1 過年度損益修正損 2

2 その他特別損失 1,718

4  予備費 1,321

1 予備費 1,321

目
本　年　度
予　定　額項

款
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（単位：千円）

節

区　　分 金　　額

償却費 構築物減価償却費 162,314

機械及び装置減価償却費 47,710

工具、器具及び備品減価償却費 665

42 無形固定資産減価 1,602 その他無形固定資産減価償却費

償却費

48 企業債利息 10,876 企業債利息

53 消費税及び地方消費税 58 消費税及び地方消費税

57 過年度損益修正損 2 過年度分下水道使用料還付金

2 手当 351 期末手当 191

勤勉手当 160

5 法定福利費 67 職員共済組合負担金

60 その他特別損失 1,300 R5年度事業分消費税及び地方消費税

61 予備費 1,321 予備費

説　　　明
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 ２　資本的収入及び支出

　収　入

区　　分

1 資本的収入 102,329

1  企業債 17,000

1 企業債 17,000

2  出資金 68,416

1 出資金 68,416

3  他会計負担金 1,013

1 他会計負担金 1,013

4  負担金等 900

1 分担金 900

5  国庫補助金 15,000

1 国庫補助金 15,000

款

項

本　年　度
予　定　額

目
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（単位：千円）

節

区　　分 金　　額

1 建設改良費等の財源に 17,000 公共下水道事業債

充てるための企業債

1 出資金 68,416 他会計出資金

1 他会計負担金 1,013 他会計負担金

1 分担金 900 公共下水道事業受益者分担金 100

農業集落排水事業受益者分担金 800

1 社会資本整備総合 15,000 防災・安全交付金

交付金

説　　　明
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（資本的収入及び支出）

　支　出

区　　分

1 資本的支出 162,374

1  建設改良費 38,150

1 管路建設改良費 34,000

2 処理場建設改良費 4,150

2  企業債償還金 124,224

1 企業債償還金 124,224

項

款
目

本　年　度
予　定　額
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（単位：千円）

節

区　　分 金　　額

22 工事請負費 34,000 ストックマネジメント対策工事 32,000

管路施設工事 2,000

19 修繕費 550 処理施設修繕料 550

22 工事請負費 3,600 処理施設工事 3,600

54 建設改良費等の財源に 123,298 公共下水道事業債元金償還金 82,336

充てるための企業債 農業集落排水事業債元金償還金 38,356

償還金 特定地域生活排水処理事業債元金償還金 2,606

55 その他の企業債 926 公営企業会計適用事業債元金償還金

償還金

説　　　明
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

負担金による収入

国庫補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他の企業債の償還による支出

出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（または減少額）

資金期首残高

資金期末残高
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 4,162,639

減価償却費 221,389,000

引当金の増減額（△は減少） 418,000

長期前受金戻入額 △ 171,348,000

受取利息及び受取配当金 △ 3,000

支払利息 10,876,000

未収金の増減額（△は増加） △ 2,486,989

未払金の増減額（△は減少） △ 1,288,840

小計 61,718,810

利息の受取額 3,000

利息の支払額 △ 10,876,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 50,845,810

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 71,590,913

負担金による収入 1,739,093

国庫補助金等による収入 34,090,909

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 35,760,911

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 35,100,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 123,298,000

その他の企業債の償還による支出 △ 926,000

出資による収入 68,416,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 20,708,000

資金増加額（または減少額） △ 5,623,101

資金期首残高 10,822,746

資金期末残高 5,199,645

(令和６年４月１日から令和７年３月31日まで)

令和６年度  出雲崎町下水道事業会計
予定キャッシュ・フロー計算書

-57-

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

利息の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

負担金による収入

国庫補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他の企業債の償還による支出

出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（または減少額）
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（単位：円）

【資産の部】

１　固定資産

（１）有形固定資産

イ 土 地 36,842,441

ロ 建 物 230,014,803

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,098,000 220,916,803

ハ 構 築 物 4,603,282,193

減 価 償 却 累 計 額 △ 162,314,000 4,440,968,193

ニ 機 械 及 び 装 置 685,477,794

減 価 償 却 累 計 額 △ 47,710,000 637,767,794

ホ 車 両 運 搬 具 65,331

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 2,711,853

減 価 償 却 累 計 額 △ 665,000 2,046,853

有 形 固 定 資 産 合 計 5,338,607,415

（２）無形固定資産

イ その他無形固定資産 12,185,983

無 形 固 定 資 産 合 計 12,185,983

固 定 資 産 合 計 5,350,793,398

２　流動資産

（１）現金預金 5,199,645

（２）未収金 2,982,502

流 動 資 産 合 計 8,182,147

資 産 合 計 5,358,975,545

（令和７年３月31日）

令和６年度  出雲崎町下水道事業会計　予定貸借対照表
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（単位：円）

【負債の部】

３　固定負債

（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 488,076,745

ロ そ の 他 の 企 業 債 17,074,000

企 業 債 合 計 505,150,745

固 定 負 債 合 計 505,150,745

４　流動負債

（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 113,245,224

ロ そ の 他 の 企 業 債 1,562,500

企 業 債 合 計 114,807,724

（２）未払金 3,190,157

（３）引当金

イ 賞 与 引 当 金 351,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 67,000

引 当 金 合 計 418,000

流 動 負 債 合 計 118,415,881

５　繰延収益

（１）長期前受金 4,436,288,566

（２）収益化累計額 △ 171,348,000

繰 延 収 益 合 計 4,264,940,566

負 債 合 計 4,888,507,192

【資本の部】

６　資本金 429,463,273

７　剰余金

（１）資本剰余金

イ 他 会 計 補 助 金 36,842,441

資 本 剰 余 金 合 計 36,842,441

（２）利益剰余金

イ 当年度未処理分利益余剰金 4,162,639

利 益 余 剰 金 合 計 4,162,639

剰 余 金 合 計 41,005,080

資 本 合 計 470,468,353

負 債 ・ 資 本 合 計 5,358,975,545
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（単位：円）

【資産の部】

１　固定資産

（１）有形固定資産

イ 土 地 36,842,441

ロ 建 物 230,014,803

ハ 構 築 物 4,603,282,293

ニ 機 械 及 び 装 置 589,432,336

ホ 車 両 運 搬 具 65,331

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 2,711,853

ト 建 設 仮 勘 定 24,454,545

有 形 固 定 資 産 合 計 5,486,803,502

（２）無形固定資産

イ その他無形固定資産 13,787,983

無 形 固 定 資 産 合 計 13,787,983

固 定 資 産 合 計 5,500,591,485

２　流動資産

（１）現金預金 10,822,746

（２）未収金 495,513

流 動 資 産 合 計 11,318,259

資 産 合 計 5,511,909,744

（令和６年４月１日）

令和６年度  出雲崎町下水道事業会計　予定開始貸借対照表
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（単位：円）

【負債の部】

３　固定負債

（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 566,223,677

ロ そ の 他 の 企 業 債 18,636,500

企 業 債 合 計 584,860,177

固 定 負 債 合 計 584,860,177

４　流動負債

（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 123,296,292

ロ そ の 他 の 企 業 債 926,000

企 業 債 合 計 124,222,292

（２）未払金 4,478,997

流 動 負 債 合 計 128,701,289

５　繰延収益

（１）長期前受金 4,400,458,564

繰 延 収 益 合 計 4,400,458,564

負 債 合 計 5,114,020,030

【資本の部】

６　資本金 361,047,273

７　剰余金

（１）資本剰余金

イ 他 会 計 補 助 金 36,842,441

資 本 剰 余 金 合 計 36,842,441

剰 余 金 合 計 36,842,441

資 本 合 計 397,889,714

負 債 ・ 資 本 合 計 5,511,909,744
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( )

( )

( )

増加分 勤勉手当 160

 実施時期　　 令和5年12月1日

その他の増減分 △7 住居手当 282

通勤手当 △107

時間外勤務手当 △13

その他の増加分 △398 会計間異動等による増

定期昇給に伴う増加分 69 平均昇給率　　2.51％

(単位：千円)

区　　分 金　　額 増減額の増減事由別内訳 説       明 備       考

給　　料 △246 給与改定に伴う増加分 83 給与改定の状況

⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

 実施時期　　 令和5年4月1日

 平均改定率　 3.12％

職員手当 367 制度改正に伴う増加分 23 勤勉手当  年間支給割合 1.95月分→2.05月分

勤勉手当 △40

期末手当 △51

退職手当組合負担金 △78

会計制度の変更に伴う 351 期末手当 191 引当金

給　　与　　費　　明　　細　　書

537

162

特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職 手 当

5,078 874 5,952

865

（　）内は再任用短時間勤務職員で外書

比　　較 140 143 △78

149

区　　分
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当
寒 冷 地
手 当

退 職 手 当
組 合 負 担 金

児 童 手 当

比　　較 282 △107 △13

前 年 度 625 615

職 員 手 当
の 内 訳

区　　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

比　　較 △246 367

前 年 度 0 107

497

本 年 度 765 640

本 年 度 282 0

0人

6,0645,199

△9 112121

前 年 度 3,072 2,006

本 年 度 2,826 2,373
1人

1人

１．一　般　職

⑴　総　括 (単位：千円)

区　　分 職　員　数
給     与     費

共 済 費 合　　計 備　　考
報　 酬 給 　料 職員手当 計
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( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

区　　分 行　 政 　職
国　の　制　度

行政職（一）

令和６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平   均   年   齢

イ　初任給

大　　学　　卒 　　　　　　196,200　円 196,200　円　　

高　　校　　卒 　　　　　　166,600　円 166,600　円　　

⑶　給料及び職員手当の状況

ア．職員１人当たり給与

254,700円

34歳　3月

区　　　　　分 行　政　職

254,700円

令和５年１月１日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平   均   年   齢

行　政　職

234,000円

257,500円

29歳　5月

区　　　　　分

２　級

計

区　　分

令和５年１月１日現在

行　　政　　職

級 職員数(人)

1

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

ウ．級別職員数

行　　政　　職

級
区　　分

職員数(人) 構成比(％)

令和６年１月１日現在

 高度の知識経験
を必要とする業
務を行う主事又
は技師の職務

主任、係長、副
参事又は副主幹
の職務

構成比(％)

２　級

計

1

1

1

（　）内は再任用短時間勤務職員で外書

参事、室長、課
長補佐、室長補
佐、主幹又は困
難な業務を行う
副主幹の職務

 1　課長の職務
 2  高度の知識
　経験を必要
　とする業務又
　は困難な業務
　を行う参事
　の職務

 5級の項中1に掲
げる職の職務
で、高度の知識
経験 を必要とす
る業務又は困難
な業務を行う職
務

３　　級 ４　　級

（級別の標準的な職務内容）

区　　分 1　　級 ２　　級 ５　　級

行　政　職

 1　主事又は技
　師の職務
 2　主事補又は
　技師補の職務

６　　級
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） ） ）

） ） ）

） ） ）

通 勤 手 当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

一般会計の制度との異同 差異の内容

同　　じ

同　　じ

同　　じ

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

キ．その他の手当

定年前早期退職特例措置
（2％～20％加算）

一般会計の
制　　　度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

（　 ）内は再任用職員

カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等 備 考
(月分) (月分) (月分) (月分) 

前　年　度
（ 1.15 （ 1.15 （

一般会計の
制　　　度

（ 1.175 （ 1.175 （

2.200 2.200

2.35

2.250 2.250 4.50

2.250 2.250 4.50

（ 2.35
本　年　度

（ 1.175 （ 1.175

4.40

2.30

備　考
６月 (月分) 12月 (月分)

オ．期末手当・勤勉手当

区 分
支給期別支給率 支給率計

(月分)
職制上の段階、職務の級等による加算措置

エ．昇　給

区　　　分
行政職

区　　　分

号給数別内訳
２号給 人

４号給 1

1

1

人

合　計
代表的な職種

本
　
年
　
度

1

1

％

４号給 1 人 1

％

職　　員　　数

昇給にかかる職員数 （Ｂ）

人

人

人

人

（Ａ）

人

1

100

人

人

％比　　率　（Ｂ）／（Ａ） 100

２号給

人

人 人

％

合　計
代表的な職種

行政職

前
　
年
　
度

職　　員　　数 （Ａ） 1 人 1

昇給にかかる職員数 （Ｂ） 1 1 人

号給数別内訳

比　　率　（Ｂ）／（Ａ） 100

人

100
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Ⅰ 重要な会計方針
1 　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法　　　　　　定額法による
・主な耐用年数
　建物 8 ～ 50 年
　構築物 10 ～ 50 年
　機械及び装置 10 ～ 20 年
　工具器具及び備品 5 ～ 10 年
  車両運搬具 4 年

(2) 無形固定資産
・減価償却の方法　　　　　　定額法による

2 　引当金の計上方法
(1) 退職給付引当金

(2) 賞与引当金

(3) 法定福利費引当金

3 　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表等関連
1 　後年度において一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項

Ⅲ セグメント情報の開示
1 　報告セグメントの概要

特定環境保全公共下水道事業
農業集落排水事業
戸別合併処理浄化槽事業

事業区分 事業内容
出雲崎海岸処理区に係る汚水処理
出雲崎地区、赤坂山地区に係る汚水処理
町設置の戸別合併浄化槽による汚水処理

　出雲崎町下水道事業は、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び戸別
合併処理浄化槽事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、
当該３事業を報告セグメントとしている。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。

注　記　事　項

　職員の退職手当は、退職手当組合に加入しており、毎事業年度支払う一定の組合負
担金のみの支払いとなるため計上していない。

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支払見込み額に基
き、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末にお
ける支払見込み額に基き、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）
を計上している。

３３６,３８０千円である。

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に
償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は
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2 　報告セグメントごとの資産等
　令和６年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日） （単位：円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

受取利息

支払利息

特別損失

うち減損損失

1,119,000

3,881,000

12,621,000

1,000

270,0003,554,000

50,163,000

132,593,000

1,000

7,052,000

3,232,022,042

2,941,651,037

101,932,454

特定環境保全
公共下水道事業

39,826,491

181,697,000

△ 141,870,509

1,640,630

合  計

1,720,000

71,590,913

73,829,565

303,552,274

△ 229,722,709

5,882,639

5,358,975,545

4,888,507,192

74,811,000

221,389,000

3,000

10,876,000

有形固定資産及び
無形固定資産の
増加額

501,000 100,000

66,000,002 5,590,911

農業集落排水事業
戸別合併処理
浄化槽事業

28,681,073

2,070,097,049 56,856,454

19,922,820

△ 73,251,381 △ 14,600,819

3,773,347

5,322,001

468,662

1,000

1,894,879,482 51,976,673

20,767,000

76,175,000
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